４　事務事業執行概要
財務部は、内部管理部門として、各部局の業務が効率的かつ効果的に執行できるよう、府行財政全般にかかわる業務を行っている。

１　財政課
令和２年度当初予算の編成においては、引き続き財政規律を堅持しつつ、「府政運営の基本方針2020」を踏まえ、「世界の中で躍動し、成長し続ける大阪」の実現に向け、府民の安全・安心を確保し、大阪の成長を促すための施策に限られた財源を重点的に配分した。
また、府議会の招集、議案の提出等、府議会に関する事務を行った。

２　行政経営課
「自律的で創造性を発揮する行財政運営体制の確立」に向け、「平成３１年度大阪府行政経営の取組み」に基づき、府のみならず府民・企業・市町村・国、社会全体で課題解決する取組み等を推進するとともに「令和２年度大阪府行政経営の取組み」を令和２年２月に策定・公表した。
また、地方独立行政法人法に基づき、地方独立行政法人制度に係る庁内総合調整を図るとともに、地方独立行政法人法の改正を受け、「大阪府地方独立行政法人法の役員等の損害賠償責任の一部の免除に関する条例」を制定した（令和２年４月１日施行）。

さらに、行政サービスの効率化と府民サービスの向上を図るため、指定管理者制度の適切な運用に努めた。

　　企業や大学のワンストップ窓口として設置された、公民戦略連携デスクにおいて、企業・大学の強みと行政が抱える課題とをマッチングし、府民、企業・大学、府にとってメリットのある公民連携の取組みを進めた。

指定出資法人については、「出資法人等への関与事項等を定める条例」に基づく経営評価の実施により、法人運営の自立化の促進やＰＤＣＡサイクルによる経営改善を図るとともに、「大阪府出資法人の設立及び運営指導等に関する事務要綱」に基づき、指定出資法人の運営にかかる指導・調整を実施した。また、令和元年度は、指定出資法人への人的関与の必要性や指定出資法人の役員報酬制度について、平成２８年度の見直し以降、概ね３年が経過したことなどから、「大阪府指定出資法人評価等審議会」で再点検を実施し、取りまとめられた意見書等を踏まえ、見直しを行った。

３　税務局
税務の組織機構は、本庁の税務局並びに１０府税事務所及び大阪自動車税事務所からなっている。また、税務職員数は、９０５名（令和２年３月３１日現在）である。

(1) 税　政　課

大阪府税条例について、法人府民税法人税割及び法人事業税の税率の特例措置を３年延長したほか、法人事業税の課税方式及び税率の変更等、地方税法の改正に伴う所要の改正等を行った。

(2) 徴税対策課

　　公平かつ適正な課税の推進及び早期収入の確保を図るため、地方税法等の改正に伴う事務処理要領の改正、所長会議、担当課長会議等の各種会議の開催、税収確保の取組み等に対する個別協議や事務所巡回等の実施により指導の徹底を図った。また、法人二税等について計画的に帳簿等の調査を実施した。加えて、処理困難な滞納事案について滞納整理を実施した。
４　財産活用課
(1) 公有財産の取得、管理及び処分についての総合調整

　　 　　各部局から協議のある公有財産の取得、使用許可、貸付け及び処分について、総合調整を行った。

(2) 普通財産の管理・処分

　  　　行政目的を終え公用廃止された財産について、所管部局から引継ぎ、管理・処分を

行った。

ア　府有財産の売却実績

　　        平成２２年度以降、過去１０年間の売払い総額は、約５７８億円となった。

イ　管理状況

当課が管理する物件の処分並びに適正管理に取り組み、令和２年３月３１日現在の面積は、約３０,８２０㎡となった。

(3) ファシリティマネジメントの推進
「大阪府ファシリティマネジメント基本方針」に基づき、公共施設等の「総量最適化･有効活用」と「長寿命化」を図った。

「総量最適化･有効活用」においては、概ね建築後２５年・５０年目を経過する建物を含む６１施設を対象に、劣化や有効活用の状況を点検し、活用方針を検討したほか、利用状況が低い２施設の有効活用の状況を点検した。

　　　　また、「長寿命化」においては、予防保全の推進に向けた推進体制の調整や劣化度判定ｄ(※)の早期解消に向けた予算調整を行うとともに、各施設所管部局（教育庁施設財務課除く。）と連携し、延べ面積が１，０００㎡未満の建物（１，８３１棟）の劣化状況を調査し、計画的な更新・修繕を実施するための中長期保全計画（案）を取りまとめた。
（※ 劣化度判定ｄ：緊急修繕が必要）
    (4) 公有財産台帳等管理システムの運用

　　     新公会計制度に対応する公有財産台帳等管理システムを運用し、資産の基礎情報の把握等を行った。

